
令和８年第３回松野町議会定例会議事日程 第１号 

令和８年９月 10 日（木）午前９時 30 分開議 

 

１ 開会宣言（  ：  ） 

２ 町長議会招集挨拶 

３ 諸般事項報告 

４ 開議宣告（  ：  ） 

５ 日程１ 会議録署名議員の指名 ４番 山崎匡議員・５番 大内義昭議員 

  〃 ２ 会期の決定 ９月10日から９月25日までの16日間 

  〃 ３ 一般質問  ４番、５番、２番、３番 

  〃 ４ 報告第６号 松野町健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

  〃 ５ 〃 第７号 松野町教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価

の報告について 

  〃 ６ 議案第59号 愛媛県後期高齢者医療広域連合規約の変更について 

  〃 ７ 〃 第60号 愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務の変更及び規約の

変更について 

  〃 ８ 〃 第61号 松野町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

  〃 ９ 〃 第62号 特別職の職員の給与の特例に関する条例の制定について 

  〃 10 〃 第63号 令和８年度松野町一般会計補正予算（第２号） 

  〃 11 〃 第64号 令和８年度松野町介護保険特別会計補正予算（第２号） 

  〃 12 認定第１号 令和７年度松野町一般会計歳入歳出決算の認定について 

  〃 13 〃 第２号 令和７年度松野町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

  〃 14 〃 第３号 令和７年度松野町国民健康保険中央診療所特別会計歳入歳出決

算の認定について 

  〃 15 〃 第４号 令和７年度松野町住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決

算の認定について 

  〃 16 〃 第５号 令和７年度松野町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

  〃 17 〃 第６号 令和７年度松野町後期高齢者医療保険事業特別会計歳入歳出決

算の認定について 

  〃 18 〃 第７号 令和７年度松野町簡易水道事業会計決算の認定及び剰余金の処

分について 



〃 19 議案第65号 松野町固定資産評価員の選任について 

〃 20 議案第66号 松野町固定資産評価審査委員会委員の選任について 

  〃 21 〃 第67号 松野町固定資産評価審査委員会委員の選任について 

６ 閉議宣言（  ：  ） 

７ 散  会（  ：  ） 



◇ 諸般事項報告（出席者の報告） 

  

地方自治法第１２１条第１項の規定により、本日の会議に出席する者は、

下記のとおり 

 

記 

 

職   名 氏   名 職   名 氏   名 

町     長 坂 本   浩 会計管理者兼出納室長 久保田   忠 

副 町 長 八十島 温 夫 建 設 環 境 課 長 井 上   靖 

教 育 長 三 好 秀 二 町 民 課 長 浦 田 良 香 

総 務 課 長 小 西   亨 保 健 福 祉 課 長 山 﨑 浩 司 

防 災 安 全 課 長 谷 口 健 二 教 育 課 長 戎   秀 之 

ふるさと創生課長 友 岡   純 町 民 課 主 幹 竹 葉   誠 

農 林 振 興 課 長 中 井 和 彦 代 表 監 査 委 員 榎 本 孝 幸 

 



議会閉会中の主要行事・事務等一覧表 

       松野町議会 

月 日 内    容 場 所 出席者等 

６月２２日 令和８年度松野町身体障害者福祉協議会総会 町内 議長 

６月２６日 松野町老人クラブ連合会総会 町内 議長 

７月 ２日 第３７回四国西南サミット 
高知県 

四万十町 
議長 

７月 ２日 

   ３日 
第７３回四国地区人権教育研究大会 

香川県 

高松市 
議員 

７月 ７日 

   ８日 
愛媛県町村議会議長会第２回全員協議会 上島町 議長 

７月 ７日 予土線利用促進対策協議会総会 町内 副議長 

７月１０日 令和８年７月宇和島地区広域事務組合臨時会 宇和島市 議長 

７月１４日 ２０２６年 社会保障拡充自治体要請対応 町内 議長 

７月１８日 令和８年度 北宇和郡小学校水泳記録会 鬼北町 議長 

７月１８日 「ゆかたまつり」俳句表彰式 町内 議長 

７月２８日 

  ２９日 
議員視察研修 

福岡県 

大刀洗町 
議員 

８月 ４日 第１回町議会議員研修会 松山市 議員 

８月 ７日 全員協議会 議場  

８月１３日 松丸地区盆踊り大会 町内 議長 

８月１４日 吉野生地区盆踊り大会 町内 副議長 

８月１４日 目黒地区盆踊り、花火大会 町内 副議長 



８月１５日 愛媛県戦没者追悼式 松山市 議長 

８月２６日 
令和８年度しまんと流域道路整備促進協議会

総会 

高知県 

梼原町 
議長 

９月 １日 全員協議会 議場  

９月 １日 議会運営委員会 議場  

９月 ４日 
第５４回滑床自然休養林等保護管理協議会総

会 
宇和島市 議長 

 



◎ 会　　期 　令和８年９月１０日（木）～９月２５日（金）〔１６日間 〕

◎ 審議日程

曜 時間 区　　分 運　　　　営　　　　内　　　　容

◎一般質問

定例会招集 ◎令和８年度補正予算、令和７年度決算認定 他提出案件

(第１日目) 　提案理由説明、質疑、討論、採決、委員会付託

11 金

12 土 【閉庁日】

13 日 【閉庁日】

14 月 9:00 ◎総務常任委員会審査

15 火

16 水 9:00 ◎総務常任委員会審査

17 木 ◎全員協議会（必要時）

18 金 ※委員長報告議長決裁日、議案書配布

19 土 【閉庁日】

20 日 【閉庁日】

21 月 【閉庁日】敬老の日

22 火 【閉庁日】国民の祝日

23 水 【閉庁日】秋分の日

24 木

◎委員会付託案件審査委員長報告、討論、採決

本会議 〔追加提案〕

(第16日目) ◎提案理由説明、質疑、討論、採決

令和８年９月松野町議会定例会日割表

月日

9:30

25 金 9:30

9 10 木



  一 般 質 問 表 
令和８年第３回定例会 

通告者 質問事項 質 問 の 要 旨 

１番 

山崎 匡 

[一問一答方式] 

 

消防団式典につ

いて 

 

 

指定管理者選定

について 

 

 

小・中学生の自

殺防止の取り組

みについて 

 

 

財政について 

 

 

 

 

出初式・夏季訓練の開催方法について 

 

 

 

指定管理業者（団体）の選定方法について 

 

 

 

学校での取り組みについて 

 

 

 

 

財政改善の道筋について 

 

２番 

大内 義昭 

[一問一答方式] 

 

プラスチック資

源回収について 

 

 

 

人口減対策につ

いて 

 

 

 

 

 

 

１ 回収状況について 

２ 当面の回収量の目標について 

３ 持ち込み困難者への対応について 

 

 

１ 移住・定住促進事業のこれまでの取り組みと効果につ

いて 

２ 今後の人口推移について 

３ 地域コミュニティの維持について 

４ 施設の統廃合について 

５ 人口減を見据えた財源について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

通告者 質問事項 質 問 の 要 旨 

３番 

山石 恭助 

[一問一答方式] 

 

お買物大感謝補

助券配布の進捗

と効果について 

 

 

 

 

 

農地の地域計画

と課題について 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第９弾の現在の進捗状況について 

２ 物価高対策としての効果について 

３ 町内事業者への経済効果について 

４ 今後について 

 

 

 

 

１ 町の地域計画の策定状況について 

２ 担い手不足の現状と地元の若者の就農、定着支援につ

いて 

３ 農業集積、集約の現状と課題について 

４ 増加する耕作放棄地対策について 

５ 本町の１０年後２０年後の農業の姿をどのように考

えているかについて 

 

 

 

４番 

芝 勇樹 

[一問一答方式] 

 

松野町中央診療

所の経営改善に

ついて 

 

１ 中央診療所の経営改善の進捗と成果について 

２ 今後の経営改善の具体的な方向性について 

３ 中央診療所に対する財政補填の考え方について 

 

 

 

 

 



報告第６号 

 

 

   松野町健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規

定により、令和７年度決算に基づく健全化判断比率、資金不足比率を裏面のとおり報

告する。 

 

 

 

     令和８年９月１０日提出 

 

         松野町長 坂 本   浩 



健全化判断比率及び資金不足比率報告書 

 

 

１ 健全化判断比率 

（単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ 

（15.00） 

－ 

（20.00） 

7.6 

（25.0） 

51.3 

（350.0） 

 

備考 

⑴ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字額がないため、比率の表示を「－」

としている。 

⑵ 括弧内の比率は、早期健全化基準である。 

 

 

２ 資金不足比率 

（単位：％） 

会計名 資金不足比率 備 考 

簡易水道事業会計 
－ 

（20.0） 
 

 

備考 

⑴ 資金不足比率は、資金不足額がないため、比率の表示を「－」としている。 

⑵ 括弧内の比率は、経営健全化基準である。 

  



 

令和７年度 
 

 

 

松野町健全化判断比率及び 

資金不足比率審査意見書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松野町監査委員 
  



地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定

により、令和７年度決算に基づく松野町健全化判断比率及び資金不足比率について審

査した結果、次のとおり意見を付します。 

 

 

 

   令和８年８月31日 

 

 

松野町監査委員 榎 本 孝 幸 

同       大 内 義 昭 



令和７年度松野町健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

 

第１ 審査の概要 

 １ 審査対象等 

   審査に当たっては、審査に付された令和７年度決算に基づく健全化判断比率及

び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類について 

  ⑴ 健全化判断比率及び資金不足比率の算定が関係法令に沿って適正に行われ

ているか。 

  ⑵ 算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているか。 

  を主眼として、関係書類を照査するとともに、関係課等の説明を聴取するなどの

方法により、慎重に審査を行った。 

 

 ２ 審査期間  令和８年８月27日から同年８月31日まで 

 

第２ 審査の結果 

 １ 総合意見 

   審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎とな

る事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されていると認められた。 

 

＜健全化判断比率の状況＞                   （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ 

（15.00） 

－ 

（20.00） 

7.6 

（25.0） 

51.3 

（350.0） 

 注１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率が「－」となっているのは、本町の各会

計に係る実質収支額の合計が黒字であり、算定の基礎となる赤字額がないこと

によるものである。 

 

  ２ 括弧内は早期健全化基準である。 

 

＜資金不足比率の状況＞                    （単位：％） 

会 計 名 資金不足比率 

簡易水道事業会計 －  （20.0） 

 注１ 資金不足比率が算定されないことから、「－」と記載。 

  ２ 括弧内は経営健全化基準である。 

 

 



 ２ 個別意見 

  ⑴ 実質赤字比率 

    実質赤字比率については、一般会計等において、前年度と同じく実質赤字額

がないことから、算定されない。 

 

⑵ 連結実質赤字比率 

  連結実質赤字比率については、各会計において、前年度と同じく連結実質赤

字額がないことから、算定されない。 

 

⑶ 実質公債費比率 

  実質公債費比率については7.6％で、前年度に比べ0.1ポイント高くなってお

り、早期健全化基準の25.0％を下回っている。 

  引き続き、町債発行の抑制等に取り組まれたい。 

 

⑷ 将来負担比率 

  将来負担比率については51.3％で、前年度に比べ24.4ポイント高くなってお

り、早期健全化基準の350.0％は下回っている。 

  引き続き、将来的な財政負担となる町債残高等の減少に取り組まれたい。 

 

⑸ 資金不足比率 

  資金不足比率については、簡易水道事業会計において、前年度と同じく資金

不足額がないことから、算定されない。 

 

 ３ 是正改善を要する事項 

   特に指摘すべき事項はない。 

 



報告第７号 

 

 

松野町教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の報告に 

ついて 

 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条第１項の規定により、松野町教

育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の結果を別紙のとおり報告する。 

 

 

令和８年９月１０日提出 

 

松野町教育委員会教育長 三 好 秀 二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

令和８年度（令和７年度対象） 

 

 

 

教育に関する事務の管理及び執行の 

状況の点検及び評価報告書 
 

 

 

 

 

 

令和８年９月 

松野町教育に関する事務の点検・評価委員会 
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教育に関する事務の点検及び評価について 

 

１ 評価委員会の概要 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第26条に基づき、松野町教育委員会が事

務の管理及び執行の状況について自己点検及び評価を行い、そのことについて外部評

価委員会が点検・評価を行って、報告書としてまとめる。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第26条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任

された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任

された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結

果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２  教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者

の知見の活用を図るものとする。 

 

＜評価委員＞  長谷 信昭 

                 毛利 恭子 

                 小野 榮子 

         藤籔  享史 
 

＜委員会の開催状況＞ 

第１回 令和８年７月22日（水）「執行状況の点検・評価について協議」 

第２回 令和８年８月７日（金）「執行状況の点検・評価について協議」 

第３回 令和８年８月26日（水）「評価についてまとめ」 

 

２ 評価基準 

施策が計画どおり達成している 

施策が計画どおり概ね達成している 

計画は未達成だが達成に向かって進んでいる 

達成できず課題がある 

 

３ 評価 

教育委員会実施の自己点検・評価については、概ね適正であると考えます。 

自己点検評価について、報告書のとおり評価と意見を申し上げます。 

「ふるさと松野を守り育てることのできる子どもを育む」という基本理念に基 

づき、ＩＣＴ活用等の先進的な取組が進められています。一方で、デジタル化が

進む中でのアナログ分野の再認識や、誰もが気軽に参加できる支援の仕組みづく

りなど、多角的な視点からの持続可能な教育活動の展開を望みます。 
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令和８年度(令和７年度対象)教育に関する事務の管理と執行状況の点検・評価 

業
務
名 

事務の執行状況及び自己評価 

考察（○成果 ●課題） ◆改善方策 

評  価 

〇評価委員の意見 

１ 

教
育
総
務 

〇教育委員会の事務局として、定例会や総合教育会議

を通常どおり開催することができた。 

○子育て世帯の負担軽減支援策として、「中学校卒業新

生活応援金」の給付、６月からは学校給食費の無償化

を行った。 

○人材育成基金事業として、中学生３名に対し、オース

トラリアへの語学研修事業に係る助成を行った。 

◆語学研修については、訪問先との調整が円滑に実施

できるよう委託先と協議を行った。 

評価：達成している 

〇給食費の補助は、本来

は保護者負担が必要

であろうが、物価の高

騰もあり有効な支援

策となっている。 

 

〇語学研修事業の助成

は、語学の習得と共

に、様々な同世代間の

交流の機会にもなっ

ている。今後は、他の

生徒への同様な機会

の創出や、選考から漏

れた生徒への配慮も

必要ではないか。 
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業
務
名 

事務の執行状況及び自己評価 

考察（○成果 ●課題） ◆改善方策 

評  価 

〇評価委員の意見 

２ 

学
校
教
育
の
推
進 

〇学校運営協議会を開催し、各学校の運営計画に対す

る委員の意見の集約や、学校運営状況等についての

評価を受けた。 

○情報共有ツールであるオープンチャットを積極的に

活用し、学校教育活動全般にわたり、学校支援ボラン

ティアの支援を受けた。 

〇外国語教育の充実を図るため、外国語指導助手（ＡＬ

Ｔ）を２名配置し、保育園への派遣や低学年からの交

流活動を実施した。 

○中学校に「World Class room」を導入し、ＡＩを活用

した英語力の向上とオンラインによる国際交流を実

施した。 

〇地域資源を活用した郷土学習として、東小学校では

「おくうち棚田学」、西小学校では「森の国山城学」

を実施した。 

○演劇教育を通した人間力の育成を目指し、坊ちゃん

劇場の出前講座を受講した。 

〇子どもたちのチャレンジ精神の向上、基礎学力の向

上に資するため、漢字検定、算数検定、英語検定の検

定料の助成を行った。 

〇学校歯科医師や地元企業からの教育費寄附金を活用

し、施設備品やＩＣＴ機器を整備し、授業等で効果的

に活用した。 

○西小学校を拠点校とした通級指導教室を設置し、障

がいや特性による学習や生活上の困難を改善・克服

するための個別指導を行った。 

評価:概ね達成している 

〇学校支援ボランティ

アは、参加者が固定さ

れている。もっと気軽

に参加できるような

仕組みを考えてはど

うか。 

 

〇「World Class room」

の導入は、通常の授業

ではできない体験で

あり、ぜひ続けてほし

い。 

 

〇地域をフィールドと

した教育の実践は、ふ

るさとを愛し守り育

てていくという町の

方針にも符合してお

り、評価できる。 

 

〇通級指導教室の運営

は、学校全体で連携し

て支える必要がある。 
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業
務
名 

事務の執行状況及び自己評価 

考察（○成果 ●課題） ◆改善方策 

評  価 

〇評価委員の意見 

２ 

学
校
教
育
の
推
進
（
つ
づ
き
） 

○不登校又は不登校傾向の児童生徒の居場所として、

中学校と西小学校にサポートルームを設置した。 

○ＧＩＧＡスクール構想による１人１台端末の更新を

行い、授業や持ち帰り学習等で活用した。 

●１人１台端末の破損や不具合が頻繁に発生し、修理

対応、予算確保に苦慮している。 

●登校や学習に不安を抱える児童生徒が増加傾向にあ

り、個々に応じた学習機会を提供するための人材不

足、環境整備が課題となっている。 

〇デジタル機器の更新 

を行っているが、アナ 

ログ分野の見直しも 

必要である。災害時の 

意思疎通や道徳面に 

おけるアナログ分野 

の重要性を学校教育、 

家庭教育の中で再認 

識すべきである。 

３ 

生
涯
学
習
の
推
進 

○松野中学校の第53期卒業生を対象とした成人式を、

１月３日に役場庁舎において開催した。 

〇庁舎や地区公民館における図書コーナーの充実並び

に読み聞かせなどの読書活動の推進に努めた。なお、

図書コーナーについては、リクエストＢＯＸを設置

することにより、利用者のニーズに沿った図書の充

実に努めた。また、引き続き県立図書館の協力図書に

取り組み、利用者の便益を図った。 

◆公民館・分館事業については、参加者の減少が著し

く、運営方法に課題があるため、簡素化や内容の充実

など、既存事業の見直しをして一部事業は開催した。

また今後、休止中の事業に関しても見直しを行い開

催する。 

評価：概ね達成している 

〇公民館事業の展開で

は、吉野分館が積極的

で豊富な活動を行っ

ており、よい手本とな

っている。 
 

〇公民館行事では、参加

者の負担軽減に努め

るとともに、少しでも

参加者が増えるよう、

可能な形でこれまで

同様に取り組んでほ

しい。 
 

〇県立図書館の協力図

書に引き続き取り組

んでほしい。 
 

〇図書コーナーにリク

エストボックスが設

けられており、図書の

充実が実感できるよ

うになってきた。 
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業
務
名 

事務の執行状況及び自己評価 

考察（○成果 ●課題） ◆改善方策 

評  価 

〇評価委員の意見 

４ 

生
涯
ス
ポ
ー
ツ
の
推
進 

○まつの桃源郷マラソン大会については、950名のエン

トリーがあった。今後も持続可能で効果的な大会運

営を目指す。 

〇町制70周年記念事業として森の国大運動会を開催し

た。町内10分館すべてが参加し盛大に実施できた。 

○松野中学校運動場の屋外照明設備について、水銀灯

の製造中止に伴い、ＬＥＤ照明への更新を行った。 

◆駅伝大会は、中学校から１チームがオープン参加し、

７チームで開催することができた。今後も選手構成

や区間等を工夫し、継続できるように努める。 

 

評価:概ね達成している 

〇桃源郷マラソン大会

は現在の開催規模が

適正であり、これから

も続けてほしい。 

 

〇ＬＥＤ照明の更新に

伴う運動場の有効活

用を図ってほしい。 

５ 

人
権
・
同
和
教
育
の
推
進 

○あおぞら子ども会では、引き続き地域の素材を活か

した学びを深め、四国地区人権教育研究協議会主催

の「四国地区人権教育研究大会」及び全国人権教育研

究協議会主催の「全国人権・同和教育研究大会」にお

いて実践報告を行った。 

○森の国人権の集いでは、あおぞら子ども会の活動報

告のほか、「みんなで考える人権」をテーマとして、

中学生と一般参加者が同じテーブルを囲む「多世代

交流・ワークショップ形式」を行った。 

●あおぞら子ども会を核とした人権・同和教育の推進

を図るため、引き続き住民への啓発活動及び行政職

員の研修を拡充する必要がある。 

 

評価:概ね達成している 

〇全国規模、四国規模の

大会で町の取組を実

践報告できた点は評

価できる。 

 

〇人権学習は構えてし

まう人も多く、気軽に

話し合える機会の創

出が必要である。あお

ぞら子ども会の活動

を通して、また小集団

学習会を行うことで、

さらなる広がりを期

待する。 
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業
務
名 

事務の執行状況及び自己評価 

考察（○成果 ●課題） ◆改善方策 

評  価 

〇評価委員の意見 

６ 

文
化
財
保
存
活
用
の
推
進 

〇奥内の棚田及び農山村景観について、ガイダンス施

設の整備に際し、管理道や駐車場、本体の整備工事に

本格的に着手した。 

〇町制70周年記念事業として松野西小学校６年生と

松野東小学校５・６年生を対象に、木とのふれあ

いや水泳教室といった体験を通して森と水のつ

ながりや大切さを学ぶ授業を実施した。 

〇町制70周年記念事業として河後森城跡フォトコンテ

ストを開催し、全国から作品の応募があった。 

〇目黒の農山村景観の重要文化的景観選定に向け、

地域住民の理解と意識向上に資することを目的

に本景観の本質的価値を再発見する連続講座を

合計４回開催し、延べ約100名の参加があった。 

○町内の小学生を対象に郷土学習「森の国山城学」と

「おくうち棚田学」を実施し、体験学習を通して地域

の歴史文化に触れる機会になるとともに、郷土愛の

醸成につながった。 

〇松野町指定無形文化財の伝承を図ることを目的に、

松野町無形文化財伝承活動費補助金交付要綱を作成

した。このうち、吉野五つ鹿踊りに対し補助金を交付

した。 

●史跡の維持管理について、現在、業者委託を中心に、

年２回の草刈りを実施しているが、十分とは言えず、

経費についても、物価高騰等により増加傾向で推移

している。今後は業者委託に加え、森の国山城の会や

一般参加者を募集し、草刈り作業を実施したい。 

●専門職員の不足から史跡河後森城跡の発掘調査成果

の整理・総括が遅延しており、今後の各種計画の作成

に向け作業の円滑な推進が必要となっている。 

◆文化財の学術的な調査成果については、より分かり

やすい形で価値を伝えていくための継続的な取組が

必要である。 

評価:概ね達成している 

〇奥内におけるガイダ

ンス施設の整備につ

いては、開館後の管

理・運営が適正に行っ

ていけるよう配慮が

必要である。 

 

〇地域によっては祭り

など伝統行事の運営

や存続が危ぶまれて

いる状況であり、補助

制度を設ける必要が

あるのではないか。 

 

〇史跡の維持管理に係

るボランティアの募

集では、参加しやすい

形での周知方法を検

討すべきである。 
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業
務
名 

事務の執行状況及び自己評価 

考察（○成果 ●課題） ◆改善方策 

評  価 

〇評価委員の意見 

７ 

文
化
行
政
の
推
進 

〇森の国文化祭の開催にあたり、展示部門では、作品展

や教育文化展等を行った。また、芸能部門では、演劇

等の特別出演もあり、文化活動に親しむ機会を提供

することができた。 

●文化協会では、会員の減少が問題となっているため、

会の活動や魅力を積極的に発信するなど、周知活動

を強化することにより、団体の活性化に努めたい。 

〇第72回不器男忌俳句大会を開催し、一般部門741句、

高校生部門237句、中学生部門239句、小学生高学年部

門293句、小学生低学年以下部門296句の投句を得た。

当日は講演会のほか、各部門の句評、表彰等を実施し

た。 

○不器男記念館・目黒ふるさと館を中心に、町内外の観

光施設と連携し、「四万十街道ひなまつり」を実施し

た。不器男記念館では、ガラス製雛人形、打掛、保育

園児の手作り雛人形等の展示、目黒ふるさと館では、

明治、大正、昭和、平成の雛人形の展示を行った。 

〇不器男記念館では、専門家に活用企画業務を委託し、

館内所蔵資料の調査・研究をはじめ、講座開催や来館

者対応などの普及・啓発活動を行った。また、令和６

年度に引き続き俳句の小径の句碑めぐりイベントも

実施した。 

 

評価:概ね達成している 

〇文化祭では、何らかの

他の催しと共同開催

を検討してはどうか。 

 

〇不器男忌俳句大会で

は、専門家の関わりも

あり、若者の参画が目

立つようになってい

る。 

 



議案第５９号 

 

愛媛県後期高齢者医療広域連合規約の変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、愛

媛県後期高齢者医療広域連合規約を変更することについて、同法第２９１条の１１

の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和８年９月１０日提出 

 

松野町長 坂本 浩 

 

愛媛県後期高齢者医療広域連合規約の一部を改正する規約 

 

 愛媛県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年２月１９日愛媛県指令１８市第

１２８３号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第１項中「２６人」を「２５人」に改める。 

 

   附 則 

 この規約は、愛媛県知事の許可のあった日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 愛媛県後期高齢者医療広域連合の構成市町の人口の変動に伴い、算定基準に基づ

く広域連合議会の議員定数の見直しを行う必要が生じたため、議会の議決を求める

ものである。 



議案第６０号 

 

愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務の変更及び規約の変更に

ついて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、愛

媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務に国民健康保険法（昭和３３年法律

第１９２号）の規定に基づき保険者が賦課徴収する国民健康保険料に係る滞納

事案のうち、関係市町の長から機構が引き受けた事案に係る滞納処分及びこれ

に関連する事務並びに滞納処分の停止又は不納欠損処分をすることについて

の判定に係る事務を加え、同機構規約を次のとおり変更する。  

 

  令和８年９月１０日提出  

 

松野町長 坂本 浩  

 

愛媛地方税滞納整理機構規約の一部を改正する規約  

 

 愛媛地方税滞納整理機構規約（平成１８年２月３日愛媛県指令１７市第１３

７１号）の一部を次のように改正する。  

 

第３条第１号中「並びに森林環境税」を「、森林環境税」に改め、「されて

いる森林環境税」の次に「並びに国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

の規定に基づき保険者が賦課徴収する国民健康保険料」を加える。 

 

   附 則  

 この規約は、愛媛県知事の許可のあった日から施行する。 

 

 

 

 



提案理由  

 令和９年度から愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務に国民健康保

険法（昭和３３年法律第１９２号）の規定に基づき保険者が賦課徴収する国民

健康保険料の滞納処分等を加え、愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務

を変更し、同機構規約を変更することについて関係市町と協議するため、地方

自治法第２９０条の規定により、議会の議決を求めるものである。 



議案第６１号 

 

   松野町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

 

 松野町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正する条例を次のよ

うに定める。 

 

 

    令和８年９月１０日提出 

 

 

          松野町長 坂 本   浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提 案 理 由 

 

 特殊勤務手当に災害応急作業等手当を追加するもの。  



松野町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 松野町職員の特殊勤務手当に関する条例（令和３年条例第１号）の一

部を次のように改正する。 

 

第２条に次の１号を加える。 

(6) 災害応急作業等手当 

 第８条を第９条とし、第７条の次に次の１条を加える。 

（災害応急作業等手当） 

第８条 災害応急作業等手当は、職員が次に掲げる作業に従事したとき

に支給する。 

(1) 異常な自然現象により重大な災害が発生し、若しくは発生するお

それがある現場において行う巡回監視又は当該現場における重大な災

害の発生した箇所若しくは発生するおそれの著しい箇所で行う応急作

業若しくは応急作業のための災害状況の調査 

(2) 異常な自然現象により重大な災害が発生し、又は発生するおそれ

がある町外の地方公共団体の区域に派遣されて行うり災証明書の交付

に係る被災した住家等の被害認定調査の作業、避難所等の運営支援の

作業又はこれらの作業に相当するものとして町長が認める作業 

(3) 前２号に掲げる作業に相当すると町長が認める作業 

２ 前項に規定する手当の額は、作業に従事した日１日につき1,440円を

超えない範囲内において規則で定める額とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、第１項の作業が日没時から日出時までの

間に行われた場合にあっては前項に定める額の100分の50に相当する額

を、第１項の作業が著しく危険であると町長が認める区域で行われた場

合にあっては前項に定める額の100分の100に相当する額を同項に定める

額に加算することができる。ただし、同一の日においていずれの加算額

の要件にも該当した場合は、最も高い加算額とする。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の松野町職員の特殊勤務手

当に関する条例の規定は、令和８年８月１日から適用する。 

 

 



議案第６２号 

 

   特別職の職員の給与の特例に関する条例の制定について 

 

 特別職の職員の給与の特例に関する条例を次のように定める。 

 

 

    令和８年９月１０日提出 

 

 

          松野町長 坂 本   浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提 案 理 由 

 

令和８年１０月から２年間、町長、副町長及び教育長の給料の額をそ

れぞれ、１５％、５％、２％引き下げるもの。 

  



特別職の職員の給与の特例に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、特別職の職員の給与及び旅費に関する条例（昭和 37

年条例第８号。以下「特別職給与条例」という。）に基づいて支給する給

料の特例を定めるものとする。 

（町長の給料の特例） 

第２条 町長の令和８年 10 月１日から令和 10 年９月 30 日（令和８年４

月１日に在職する町長が退職し、失職し、解職され、又は死亡したとき

は、その日）までの間における給料の額は、特別職給与条例第３条第１

項の規定にかかわらず、同項の規定により支給されることとなる額から

100 分の 15 に相当する額を減じた額とする。 

（副町長の給料の特例） 

第３条 副町長の令和８年 10 月１日から令和 10 年９月 30 日（令和８

年４月１日に在職する副町長が退職し、失職し、解職され、又は死亡した

ときは、その日）までの間における給料の額は、特別職給与条例第３条第

１項の規定にかかわらず、同項の規定により支給されることとなる額から

100 分の５に相当する額を減じた額とする。 

（教育長の給料の特例） 

第４条 教育長の令和８年 10 月１日から令和 10 年９月 30 日（令和８

年４月１日に在職する教育長が退職し、失職し、解職され、又は死亡した

ときは、その日）までの間における給料の額は、特別職給与条例第３条第

１項の規定にかかわらず、同項の規定により支給されることとなる額から

100 分の２に相当する額を減じた額とする。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第63号 

 

 

 

令和８年度松野町一般会計補正予算（第２号） 

 

 

 

１ 一般会計補正予算総則 

２ 歳入歳出予算補正 

３ 地方債補正 

４ 補正予算に関する説明書 

⑴ 歳入歳出補正予算事項別明細書 

 

 

 

 



議案第63号 

 

   令和８年度松野町一般会計補正予算（第２号） 

 

 令和８年度松野町の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ190,735千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ4,329,036千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

 

     令和８年９月10日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

令和 8年度松野町一般会計予算に関する説明書

３９５，２１０
14.国庫支出金

５，００６ ４００，２１６

2.国庫補助金
２５２，０７２ ５，００６ ２５７，０７８

２６８，３５３
15.県支出金

２７，０００ ２９５，３５３

2.県補助金
１６２，８３１ ２７，０００ １８９，８３１

１８，８１０
19.繰越金

１６，８２９ ３５，６３９

1.繰越金
１８，８１０ １６，８２９ ３５，６３９

４２５，７００
21.町債

１４１，９００ ５６７，６００

1.町債
４２５，７００ １４１，９００ ５６７，６００

歳　　入　　合　　計
４，１３８，３０１ １９０，７３５ ４，３２９，０３６

―　2　― 一般



―　3　― 一般

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2.総務費
１，０２６，４６８ １６，４２４ １，０４２，８９２

1.総務管理費
９５７，５４４ １５，７６４ ９７３，３０８

3.戸籍住民基本台帳
費 １９，８５０ ６６０ ２０，５１０

3.民生費
８７６，４８０ ６，５３４ ８８３，０１４

1.社会福祉費
６４９，４８１ ５，６２４ ６５５，１０５

2.児童福祉費
２２６，９９７ ９１０ ２２７，９０７

6.農林水産業費
３３９，９８８ １，３００ ３４１，２８８

1.農業費
２７８，０７５ １，３００ ２７９，３７５

7.商工費
１５１，４７１ ９６，６１６ ２４８，０８７

1.商工費
１５１，４７１ ９６，６１６ ２４８，０８７

8.土木費
３５０，４０１ ４６，０００ ３９６，４０１

2.道路橋梁費
２０１，５４０ １，０００ ２０２，５４０

3.河川費
１０３，１８６ ４５，０００ １４８，１８６

9.消防費
４７，９７５ ５，２７０ ５３，２４５

1.消防費
４７，９７５ ５，２７０ ５３，２４５

10.教育費
５３３，６３７ １８，５９１ ５５２，２２８

3.中学校費
１０９，０５２ ９，３２２ １１８，３７４



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

4.社会教育費
１９４，９４３ ２，３４８ １９７，２９１

5.保健体育費
８８，９０３ ６，９２１ ９５，８２４

歳　　出　　合　　計
４，１３８，３０１ １９０，７３５ ４，３２９，０３６

―　4　― 一般



一般

第　３　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

令和 8年度　　

―　5　―

　変　更

起債の目的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年5.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年5.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

２７８，３００
過疎対策事業債（ハード事業
分） ３９７，０００

４８，６００緊急自然災害防止対策事業債 ６６，６００

４３，５００緊急防災・減災事業債 ４８，７００



Ⅰ　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

14.国庫支出金
３９５，２１０ ５，００６ ４００，２１６

15.県支出金
２６８，３５３ ２７，０００ ２９５，３５３

19.繰越金
１８，８１０ １６，８２９ ３５，６３９

21.町債
４２５，７００ １４１，９００ ５６７，６００

歳　　入　　合　　計
４，１３８，３０１ １９０，７３５ ４，３２９，０３６

―　6　― 一般



―　7　― 一般

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

2.総務費

1,026,468 16,424 1,042,892 2,700 13,724
3.民生費

876,480 6,534 883,014 5,006 1,528
6.農林水産業費

339,988 1,300 341,288 1,300
7.商工費

151,471 96,616 248,087 96,500 116
8.土木費

350,401 46,000 396,401 27,000 18,000 1,000
9.消防費

47,975 5,270 53,245 5,200 70
10.教育費

533,637 18,591 552,228 18,200 391

32,006
歳　　出　　合　　計

4,138,301 190,735 4,329,036 141,900 16,829



2.歳　入

国庫支出金 国庫補助金2項14款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

5412. 2. ・障害者福祉費補助金民生費国庫補助金 4,351 5,006 9,357 地域診療情報連携推進費補助金541

2274. ・児童福祉総務費補助金 地域診療情報連携推進費補助金4,238
4,011・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

2275. ・母子福祉費補助金 地域診療情報連携推進費補助金227

252,072 5,006 257,078計

14 款合計 395,210 5,006 400,216

県支出金 県補助金2項15款

27,0005. 2. ・砂防事業費補助金土木費県補助金 55,402 27,000 82,402 集落・避難路保全斜面地震対策事業費補助金27,000

162,831 27,000 189,831計

15 款合計 268,353 27,000 295,353

繰越金 繰越金1項19款

16,8291. 1. ・前年度繰越金繰越金 18,810 16,829 35,639 前年度繰越金16,829

18,810 16,829 35,639計

19 款合計 18,810 16,829 35,639

―　8　― 一般14.款 国庫支出金



―　9　― 一般21.款 町債

町債 町債1項21款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

118,7001. 1. ・過疎対策事業債過疎対策事業債 331,900 118,700 450,600 過疎対策事業債（ハード事業分）118,700

18,0003. 1. ・緊急自然災害防止対策事業緊急自然災害防止対策事 48,600 18,000 66,600 緊急自然災害防止対策事業債18,000
債業債

5,2004. 1. ・緊急防災・減災事業債緊急防災・減災事業債 43,500 5,200 48,700 緊急防災・減災事業債5,200

425,700 141,900 567,600計

21 款合計 425,700 141,900 567,600

4,138,301 190,735 4,329,036歳入合計



3.歳　出

2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

7. 7.報償費企画費 329,306 2,732 332,038 2,700 32 講師謝礼30 30・

12.委託料 設計監理委託料295 295・

14.工事請負費 工事請負費2,407 2,407・

12. 24.積立金財政調整基 14,215 13,032 27,247 13,032 減債基金積立金13,032 13,032・
金費

957,544 15,764 973,308 2,700 13,064計

2款 総務費 3項 戸籍住民基本台帳費

1. 12.委託料戸籍住民基 19,850 660 20,510 660 戸籍住民基本台帳システム保守委託料660 660・
本台帳費

19,850 660 20,510 660計

2 款合計 1,026,468 16,424 1,042,892 2,700 13,724

3款 民生費 1項 社会福祉費

3. 27.繰出金老人福祉費 194,778 1,722 196,500 1,722 介護保険特別会計繰出金1,722 1,722・

4. 12.委託料障害者福祉 206,498 3,902 210,400 541 3,361 福祉総合システム改造委託料1,083 1,083・
費

22.償還金、利 障害者自立支援給付費国庫負担金返還2,819 2,436・
子及び割引 金
料 障害児入所給付費国庫負担金返還金 191・

障害者医療費国庫負担金返還金 192・

―　10　― 一般2.款総務費



―　11　― 一般3.款民生費

3款 民生費 1項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

649,481 5,624 655,105 541 5,083計

3款 民生費 2項 児童福祉費

1. 12.委託料児童福祉総 69,856 455 70,311 4,238 △3,783 福祉総合システム改造委託料455 455・
務費

2. 12.委託料母子福祉費 4,303 455 4,758 227 228 福祉総合システム改造委託料455 455・

226,997 910 227,907 4,465 △3,555計

3 款合計 876,480 6,534 883,014 5,006 1,528

6款 農林水産業費 1項 農業費

7. 17.備品購入費鳥獣被害対 35,116 1,300 36,416 1,300 業務用冷蔵庫購入費1,300 1,300・
策費

278,075 1,300 279,375 1,300計

6 款合計 339,988 1,300 341,288 1,300

7款 商工費 1項 商工費

3. 12.委託料観光費 105,080 96,616 201,696 96,500 116 工事監理委託料4,730 4,730・

14.工事請負費 工事請負費91,886 91,886・

151,471 96,616 248,087 96,500 116計



7款 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

7 款合計 151,471 96,616 248,087 96,500 116

8款 土木費 2項 道路橋梁費

2. 15.原材料費道路維持費 69,851 1,000 70,851 1,000 工事用原材料費1,000 1,000・

201,540 1,000 202,540 1,000計

8款 土木費 3項 河川費

2. 14.工事請負費砂防事業費 103,133 45,000 148,133 27,000 18,000 工事請負費45,000 45,000・

103,186 45,000 148,186 27,000 18,000計

8 款合計 350,401 46,000 396,401 27,000 18,000 1,000

9款 消防費 1項 消防費

2. 14.工事請負費消防施設費 23,213 3,000 26,213 3,000 工事請負費3,000 3,000・

4. 18.負担金、補災害対策費 6,808 2,270 9,078 2,200 70 地域衛星通信ネットワーク設備更新負2,270 2,270・
助及び交付 担金
金

47,975 5,270 53,245 5,200 70計

9 款合計 47,975 5,270 53,245 5,200 70

―　12　― 一般7.款商工費



―　13　― 一般10.款教育費

10款 教育費 3項 中学校費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 14.工事請負費学校管理費 104,965 9,322 114,287 9,300 22 工事請負費9,322 9,322・

109,052 9,322 118,374 9,300 22計

10款 教育費 4項 社会教育費

1. 12.委託料社会教育総 9,864 2,348 12,212 2,000 348 アスベスト調査業務委託料260 260・
務費

18.負担金、補 コミュニティ施設整備事業補助金2,088 2,088・
助及び交付
金

194,943 2,348 197,291 2,000 348計

10款 教育費 5項 保健体育費

3. 14.工事請負費学校給食費 40,511 6,921 47,432 6,900 21 工事請負費6,921 6,921・

88,903 6,921 95,824 6,900 21計

10 款合計 533,637 18,591 552,228 18,200 391

4,138,301 190,735 4,329,036 32,006 141,900 16,829歳出合計



議案第64号 

 

 

 

令和８年度松野町介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 

 

１ 特別会計補正予算総則 

２ 歳入歳出予算補正 

３ 補正予算に関する説明書 

⑴ 歳入歳出補正予算事項別明細書 

  



議案第64号 

 

   令和８年度松野町介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和８年度松野町の介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ31,557千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ758,567千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予

算補正」による。 

 

 

 

     令和８年９月10日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 

 

- 1 - 



第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

令和 8年度松野町介護保険特別会計予算に関する説明書

１１３，８０９
1.保険料

５ １１３，８１４

1.介護保険料
１１３，８０９ ５ １１３，８１４

１９８，４３２
3.国庫支出金

１，７８３ ２００，２１５

2.国庫補助金
８６，９７５ １，７８３ ８８，７５８

１３９，０９３
7.繰入金

１，７２２ １４０，８１５

1.一般会計繰入金
１３９，０９２ １，７２２ １４０，８１４

１
8.繰越金

２８，０４７ ２８，０４８

1.繰越金
１ ２８，０４７ ２８，０４８

歳　　入　　合　　計
７２７，０１０ ３１，５５７ ７５８，５６７

―　2　― 介護保険



―　3　― 介護保険

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.総務費
４４，８２８ ３，４４３ ４８，２７１

1.総務管理費
２２，５３５ ３，４４３ ２５，９７８

5.基金積立金
２３３ ９，６１１ ９，８４４

1.基金積立金
２３３ ９，６１１ ９，８４４

7.諸支出金
１ １８，５０３ １８，５０４

1.償還金及び還付加
算金 １ １８，５０３ １８，５０４

歳　　出　　合　　計
７２７，０１０ ３１，５５７ ７５８，５６７



Ⅰ　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

1.保険料
１１３，８０９ ５ １１３，８１４

3.国庫支出金
１９８，４３２ １，７８３ ２００，２１５

7.繰入金
１３９，０９３ １，７２２ １４０，８１５

8.繰越金
１ ２８，０４７ ２８，０４８

歳　　入　　合　　計
７２７，０１０ ３１，５５７ ７５８，５６７

―　4　― 介護保険



―　5　― 介護保険

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

1.総務費

44,828 3,443 48,271 1,721 1,722
5.基金積立金

233 9,611 9,844 62 9,549
7.諸支出金

1 18,503 18,504 18,503

1,783
歳　　出　　合　　計

727,010 31,557 758,567 29,774



2.歳　入

保険料 介護保険料1項1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

51. 1. ・現年度分特別徴収保険料第１号被保険者保険料 113,809 5 113,814 第１号被保険者保険料5

113,809 5 113,814計

1 款合計 113,809 5 113,814

国庫支出金 国庫補助金2項3款

622. 2. ・過年度分地域支援事業交付金（介 6,243 62 6,305 過年度分62
護予防・総合事業）

1,7217. 1. ・介護保険事業費補助金事業費補助金 1,705 1,721 3,426 介護保険事業費補助金1,721

86,975 1,783 88,758計

3 款合計 198,432 1,783 200,215

繰入金 一般会計繰入金1項7款

1,7225. 2. ・事務費繰入金その他一般会計繰入金 44,121 1,722 45,843 事務費繰入金1,722

139,092 1,722 140,814計

7 款合計 139,093 1,722 140,815

繰越金 繰越金1項8款

28,0471. 1. ・前年度繰越金繰越金 1 28,047 28,048 前年度繰越金28,047

―　6　― 介護保険1.款 保険料



―　7　― 介護保険8.款 繰越金

繰越金 繰越金1項8款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

1 28,047 28,048計

8 款合計 1 28,047 28,048

727,010 31,557 758,567歳入合計



3.歳　出

1款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 12.委託料一般管理費 22,533 3,443 25,976 1,721 1,722 介護保険システム改造委託料3,443 3,443・

22,535 3,443 25,978 1,721 1,722計

1 款合計 44,828 3,443 48,271 1,721 1,722

5款 基金積立金 1項 基金積立金

1. 24.積立金介護給付費 233 9,611 9,844 62 9,549 介護保険介護給付費準備基金積立金9,611 9,611・
準備基金積
立金

233 9,611 9,844 62 9,549計

5 款合計 233 9,611 9,844 62 9,549

7款 諸支出金 1項 償還金及び還付加算金

1. 22.償還金、利償還金 1 18,503 18,504 18,503 介護給付費国庫負担金返還金18,503 13,644・
子及び割引 地域支援事業（介護予防・総合事業） 2,485・
料 国庫交付金返還金

地域支援事業（介護予防・総合事業） 292・
支払基金交付金返還金
地域支援事業（介護予防・総合事業） 358・
県費交付金返還金
低所得者保険料軽減国庫負担金返還金 30・
地域支援事業（介護予防・総合事業以 10・
外）県費交付金返還金
介護保険事業費国庫補助金返還金 308・
介護給付費支払基金交付金返還金 1,376・

―　8　― 介護保険1.款総務費



―　9　― 介護保険7.款諸支出金

7款 諸支出金 1項 償還金及び還付加算金 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1 18,503 18,504 18,503計

7 款合計 1 18,503 18,504 18,503

727,010 31,557 758,567 1,783 29,774歳出合計



決 算 審 議 要 領 

 

順序 区 分 内       容 備  考 

１ 提 案 全会計一括提案説明 町 長 

２ 説 明 全会計歳入歳出総括説明 

会計管理者兼

出 納 室 長 

３ 審査報告 決算審査報告 代表監査委員 

４ 質 疑 全会計を通して総括質疑（会計別）  

５ 付 託 各常任委員会に付託の上、最終日に採決  

 



認定第１号 

 

   令和７年度松野町一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度松野町一般会計歳入歳出決

算を別冊のとおり監査委員の意見をつけて認定に付する。 

 

 

     令和８年９月１０日提出 

 

         松野町長 坂 本   浩 



認定第２号 

 

   令和７年度松野町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度松野町国民健康保険特別会

計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見をつけて認定に付する。 

 

 

     令和８年９月１０日提出 

 

         松野町長 坂 本   浩 



認定第３号 

 

   令和７年度松野町国民健康保険中央診療所特別会計歳入歳出決算の認 

定について 

 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度松野町国民健康保険中央診

療所特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見をつけて認定に付する。 

 

 

     令和８年９月１０日提出 

 

         松野町長 坂 本   浩 



認定第４号 

 

   令和７年度松野町住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認 

定について 

 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度松野町住宅新築資金等貸付

事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見をつけて認定に付する。 

 

 

     令和８年９月１０日提出 

 

         松野町長 坂 本   浩 



認定第５号 

 

   令和７年度松野町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度松野町介護保険特別会計歳

入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見をつけて認定に付する。 

 

 

     令和８年９月１０日提出 

 

         松野町長 坂 本   浩 



認定第６号 

 

   令和７年度松野町後期高齢者医療保険事業特別会計歳入歳出決算の認 

定について 

 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度松野町後期高齢者医療保険

事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見をつけて認定に付する。 

 

 

     令和８年９月１０日提出 

 

         松野町長 坂 本   浩 

 



認定第７号 

 

   令和７年度松野町簡易水道事業会計決算の認定及び剰余金の処分について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和

７年度松野町簡易水道事業会計決算、及び同法第３２条第２項の規定により、令和７

年度松野町簡易水道事業会計の剰余金の処分について別冊のとおり監査委員の意見

をつけて認定に付する。 

 

 

     令和８年９月１０日提出 

 

         松野町長 坂 本   浩 



令和８年 第３回 松野町議会定例会

委 員 会 付 託 表

総 務 常 任 委 員 会

○ 議案第６２号

○ 認定第１号

○ 認定第２号

○ 認定第３号

○ 認定第４号

○ 認定第５号

○ 認定第６号

○ 認定第７号



議案第６５号 

 

 

   松野町固定資産評価員の選任について 

 

 

 下記の者を松野町固定資産評価員に選任したいので、地方税法第４０４条第２項

の規定により議会の同意を求める。 

 

 

      令和８年９月１０日提出 

 

           松野町長  坂 本   浩 

 

 

記 

 

 

住  所  西予市城川町窪野１９１２番地 

 

氏  名  浦 田 良 香 

 

生年月日  昭和４６年３月１６日生 

 

選 任 日  令和８年９月１０日 

 



議案第６６号 

 

 

   松野町固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 

 下記の者を松野町固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法第４２

３条第３項の規定により議会の同意を求める。 

 

 

 

     令和８年９月１０日提出 

 

         松野町長 坂 本   浩 

 

 

記 

 

 

住  所   松野町大字蕨生１７０２番地 

 

氏  名   金 谷  和 子 

 

生年月日   昭和２９年９月１日 

 

任  期   令和８年１０月１日から令和１１年９月３０日まで 

 



議案第６７号 

 

 

   松野町固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 

 下記の者を松野町固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法第４２

３条第３項の規定により議会の同意を求める。 

 

 

 

     令和８年９月１０日提出 

 

         松野町長 坂 本   浩 

 

 

記 

 

 

住  所   松野町大字目黒１４１０番地 

 

氏  名   橋 田  忠 弘 

 

生年月日   昭和３２年２月２０日 

 

任  期   令和８年１０月１日から令和１１年９月３０日 

 


